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は　しがき

再生産論の具体化がさけばれて久しい。再生産

論の具体化は何よりも『資本論』次元よりもより

現実的,具体的な「諸資本の競争」の次元で再生

産をもう一度考えなあすことによってはたされる

~と私は考える。恐慌は競争論の次元でとかれねば

ならないO本稿はこのような問題意識,アプロー

チに沿ったものである。

藷資本の競争がもうれつにくりひろげられ,そ

れゆえに資本蓄積が加速度的に進行する好況過程

(ここでは掲揚期,繁栄期など含む-以下同じ)

において生産手段生産部門(第I部門)と消費手段

・生産部門(第Ⅱ部門)とがどのような関連にあるか

をできるだけ実証的に確定すること,これが本小

論の直接の課題である。資本と賃労働の関係,そ

れを動的に反映する生産の無制限的拡大と大衆の

狭院な消費力との矛盾が,資本蓄積が急激にすす

む好況過程においていかにして過剰生産恐慌を発

現させていくかを明らかにしようとすれば,まず

もって好況過程において両部門間の関連は具体的

にどうあるのかを明らかにしておかねばならない。

第I部門は第Ⅱ部門から独立して独走し,第Ⅱ部

門は第I部門の急激な発展にもかかわらず,停滞

もしくは縮少するのか,あるいは両部門は平行的

に発展するのか,あるいは両部門はともに並んで

発展するが,第I部門の発展テンポが第Ⅱ部門の

それよりか幾分高いのにすぎないのか?　いった

い現実の好況過程の様相はどうなのか?

もし,資本蓄積用の余剰生産手段がすべて第I

部門によって再吸収され,第I部門が独立的に発

展しうるとすれば,均衡条件さえ守られれば,第

Ⅱ部門が停滞しょうが縮少しようがどうあっても

かまわないというのなら,そもそもはじめから生

勝　彦

産と消費の矛盾,生産的消費と最終消費との関連,

生産手段生産と最終消費との関連などまったく問

題にもなりえないであろう。また,このような考

えからすれば,資本蓄積過程-好況過程は,第I

部門の絶対的独走を中心として,無限に進行しう

ることになり,これを阻止するものは外部的に持

込まれた例の天井(資金,原料,労働力のボトル

ネック)しかありえないことになろう。

われわれはまず第1に,このような極端なかた

ちを主張したツガン・パラノフスキーの恐慌理論

からみてみよう。

I.ツガンの逆説

諸資本のもうれつな競争を軸として,資本蓄積

が加速度的に進行する好況過種,繁栄期において,

生産手段を生産する部門と消費財を生産する部門

とは,いったいどのような関連にあるのであろう

か。第I部門は,第Ⅱ部門とまったくかかわりな

しに独走しうるであろうか。

このようなケースまでに議論を展開したのはツ

ガン・パラノフスキーであった。シスモンディは,

資本家が機械を採用し,労働者を排除すれば,そ

れだけ最終需要が減退し,それゆえ販路の不足,

過少消費恐慌がおこると論じたが,それに対して

ツガンは再生産表式を武器として用いてl　消費財

需要が減少した分だけ機械の需要(生産手段需要)

が増大するならば(傍点に注意),社会的総需要は

かわらず,したがって恐慌はおこらない,と反論

した'。 v+mドグマにおちいり,生産的消費の

役割りを見のがし,資本蓄積一般の不能をいうシ

スモンディの弱点をつくかぎりにおいて,ツガン

1) Tougan-Baranowsky, Le's Crises industrielles

ere Angleterre, 1913, p. 216.鍵本博訳『英国恐慌史論』
215ページ。
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の上の同義反復的命題は正しい。

しかし,ツガンはこの命題から一歩ふみこえて

一方の極にぶれてしまう。つまり,いつのまにか

「ならば」という仮定条件をはずしてしまって,

均衡を前提とした表式論レべノレでいいうるにすぎ

ない上の命題を,生産的消費がいついかなる場合

でも,景気循環のどの局面においても,最終消費

にとって代わる,それゆえ社会的需要の減退,販

路不足,恐慌はおこらないと,いうように転倒し

てしまう。これは資本蓄積の一面的真理の絶対化,

極端化,一面化である。問題は, 「ならば」の仮

定がいついかなるときにも成立しうるか,という

点にある。もし成立しうるとすれば,結論は同義

反復にすぎない。要するに,ツガンの逆転した命

題は資本蓄積の絶対性,不可侵性,永遠性を言っ

ているのである。表式論レベルで考えるかぎり,

それは当然の帰結である。ツガンの誤まりは,そ

れを論理の抽象レベルを無視して具体的な現実の

資本蓄積過程-好況過程にそのままあてはめた点

にある.好況過程における一側面にすぎない生産

的消費の活磁化を絶対化した点にある。

ツガンのこの転倒した考え(以下逆説とよぶ)は,

最終的消費の絶対的減少を仮定したとき,面目躍

如たるものがある。すなわち,その場合でも,

「消費物に対する需要の減少は,生産手段に対す

る需要の増加によって償われるが故に,何ら生産

物の過剰は起らない」というのである。 「消費物

の需要が減少するならば,生産手段の使用は何に

なるかと疑う人がいるかもしれない。答えは困難

でない。この場合,生産手段はますます新しい生

産手段の生産のために用いられるであろう。一人

だけを残して全ての労働者が機械によってとって

代わられるとしよう。この場合,この唯一の労働

者は巨大な量の機械のすべてを運転し,その機械

でもって新しい機械と資本家階級のための消費物

を生産するであろう。労働者階級は消滅するだろ

うが,しかし資本主義的工業の産物の販売には大

した関係はない。一一人々は石炭や鉄を生産し,

それは石炭や鉄のストックの将来の増加に役立つ

であろう。各年の石炭や鉄の増大した生産は,前

年に生産された石炭や鉄を吸収し,鉱脈がつきる

済 研　　　究 Vol. 21　No. 3

までこの状態が続くであろうO」2)

ツガンの逆説の核心は,強点を付した文章に強

烈に出ている。もしこの「逆説」(同貢)がそのまま

みとめられるとすれば,競争によって拍車をかけ

られ資本蓄積が加速度的に進行する景気上昇過程

において,拡大しつつある社会的総生産物がすべ

て追加的生産手段として吸収され,生産的に消費

されるということになろう。第I部門の全生産物

が第I部門に再投入され,第I部門は独走すると

いうことになろう。もしそうであれば,第I部門

は,第Ⅱ部門の状態のいかんにかかわらず,第Ⅱ

部門が停滞するかあるいは縮少するかのいかんに

かかわらず,第Ⅱ部門とまったくかかわりなしに

独立的に発尽しうることになろう。かくして生産

手段の生産や生産的消費が大衆の制限された最終

的消費となんらかかわりのないことになろう。生

産手段の生産や生産的消費と最終的消費との関連

が完全にたちきられることになろう。われわれの

重要視する生産の無制限的拡大,蓄積と狭隆な消

費制限との問の矛盾などは問題にすらならないで

あろう。大衆の消費がどうであれ,生産的消費が

自己拡大的におおっていけばいいのである。生産

と消費の矛盾など,したがって資本制的生産関係,

資本と賃労働の関係,搾取関係などすべてどこか

にふっとんでしまう。ツガンの逆説は資本主義経

済無限発展論であり,賛美論である。

これが,最終的消費の木目対的減少の場合であれ,

絶対的減少の場合であれ,ツガンの論理を徹底的

におしすすめていけば必然的に到達せざるをえな

い論理的帰結である。したがって,ツガンにあっ

ては,好況過程の終末は,部門間不比例の全般化

か天井の設定によるほかはない。部門間不此例説,

「鉱脈がつきる」(前出)という原料掴渇説,資本欠

乏説など論理的関連なしに並置せざるをえない。

ツガンが「近代景気理論の父」たるゆえんである。

ツガンの亡霊は,資本主義の本質から由来する

大衆の消費制限を全く考慮に入れない恐慌諸理論

の中に現在でも生きている。 「近代景気理論」は

別としても,残念ながら置塩信雄氏にもそのこと

2) Ibid., pp.216-7　訳, 215-6ページ。弓乱点は始

石。
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を指摘しないわけにはいかない。たとえば,蓄積

需要を「独立変数」と考え,労働力不足の下で,

消費財部門は利潤率が低下し,生産を縮少してい

るのに,未だ第I部門の資本蓄積率が高いという

想定などまさにツガン的発想である3)0

II. 2部門分割の問題点

好況過程における2部門間の関連はいかにある

のかを実証的に明らかにしようとしたとき,ただ

ちに直面する第1の困難は利用可能な,多くの公

式統計などが2部門分析を行なうのに適していな

いということである。統計資料の多くは産業分類

にしたがって産業部門別に与えられている。だか

ら, 2部門分析にはむかない。たとえば繊維産業

は普通消費財生産部門の代表と目されているが,

一口に繊維産業といってもそのなかの原糸生産部

門,紡績部門,織布部門,染色加工部門などは直

接的消費に役立たない原材料をつくっているのだ

から,再生産表式分析で言えば,明らかに生産手

段部門(第I部門)に属する。繊維二次製品として

のシャツ,脂,クツ下などの縫製品のみが第Ⅱ部

門に属するにすぎない。いま昭和40年の生産額

で考えると4),繊維産業のうち,第I部門に帰属

させるべき生産額は79%にも達し,第Ⅱ部門に

帰属させるべき生産額は21%をしめるにすぎな

い。また,生産手段生産部門の代表と目される機

械工業(一般機械工業,電気機械工業,輸送機械

工業,精密機械工業など)にしても,そのうち,

家庭用ミシン,扇風機,エアコン,テレビ,洗濯

枚,冷蔵嵐　照明器具,ラジオ,テレビ,小型乗

用執　自転車,バイク,カメラ,時計などは第II

部門に属すると考えるべきであろう。機械工業に

しめる第I部門の比率は74%であり,第Ⅱ部門

の比率は26%である。この数字はたしかに最近

の耐久消費財の普及を反映しているからそうなる

のであろうが,それにしても,機械工業のうち第

Ⅱ部門に属するのが全体の‡酎いうのはおどろ

きである。また,一口に化学工業といっても,そ

の内の写真フィ/レム,石けん,クスリなどは明ら

3)拙稿「資本蓄積と恐慌」 『一橋論叢』昭和44年

4月号　6-9ページ参照O

4) 「通産統計」昭和40年基準生産額ウエイト。

かに第Ⅱ部門に属する。化学工業における消費財

の比率は27%にものぼる。また,通産統計では

すべて消費財に入っているが,同じメリケン粉で

もパン屋が使えば生産手段であるし,家庭の主婦

が使えば消費手段である(次節参照)。

したがって,従来から数少ない貴重な統計資料

と目されてきたHoffmann.指数, Wagetnatm指

数も,われわれの分析にとっては使えないことに

なる。ホフマンはイギリス産業を生産手段産業と

消費財産業の2大部門にわけ1700-1950年にわ

たって各々の生産指数系列を与えている5)。しか

し,その分類は,マルクス再生産表式の分類とは

概念的に全く異なる。ホフマンは,食料品,繊維,

家具,皮革など4つの産業を消費財産業に統括し,

金属,概観　輸送用機械,化学など4つの産業を

資本財産業に入れている。そのさい,生産手段,

消費財の両者をつくっている産業は,そのいずれ

かが75%以上をしめるにしたがって,どちらかに

入れてある6)。 wagemannも1860-1931年にわ

たってドイツの生産財(Prodttktionsgiiter),消費

財指数をあたえているが,同様の欠陥をもってい

る7)0

それなのに,ホフマン指数はメンデリソン『恐

慌の理論と歴史』付表(邦訳第1巻p. 350-3)にそ

のまま採録されているし,またクチンスキー論

文8)でも無条件的に利用されている。また,ヴァ

-ゲマン指数はメンデT)ソン(邦訳第3巻,p.388-

391)やヴァルガ『世界経済恐慌史』(邦訳,第1巻

5) W. Hoffmann, Wachstum und Wachstumfor-

mender englischen lndustriewirtschaft, von 1700 Ms

Gegenwart, 1940.

6) W, Hoffman, The Growth of Industrial Econo-
rraes, translated by W. O. Henderson & W. H.

Chaloner, 1958, p. 5-6.長州一二,富山和夫訳『近代産

業発展段階論』6ページoなあS.Kuznetzもホフマ

ン分類の不明確さをついている(塩野谷裕一訳『近代

経済成長の分析』上, 136ぺ-ジ)。塩野谷氏も「羊

頭狗肉」と皮肉っておられる(「工業化の二部門パター

ン」一橋大学研究年報　経済学研究9』 220ページ)0

7) Vierteljahrsliefte zur Konjunkturforsch-

ung, sonderheft 31, 1933, S. 56 und SS. 58-61.

J. Kuczynsti, Zur GescMchte der erweiterte

Reproduktion unter dem iKapitalismus, Problems

der politischen Okonornie, 1957.
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第1瓢　pp.149, ISO, 189, 190,第2部pp.78-9,
122-3, 157-8, 201-2, 238-9, 300-1, 342-3, 388-9,

401-2, 511など),クチンスキー論文などで無条

件的に利用されている。林直遥氏も難点を指摘し

ながらも, 「きわめて重宝である」としてクチン

スキー指数を利用されている9)。ホフマン指数,

グァーゲマン指数はともに一種の重化学工業化率,

産業構造の高度化を言っているのにすぎないから,

この指数はとうてい再生産表式による景気循環の

分析には使えないのである。

同様にして,西独連邦統計局が現在発表してい

る2部門指数岬(純生産物については3部門指数)

も使えない。エレクトロニックスを分割して両部

門に分配したほかは,ホフマン,ヴァ-ゲマン指

数と同様の欠陥を有しているからであるO

二瓶論文は日本資本主義の現状を分析した非常

に貴重な労作であり,私も高く評価しているが,

残念ながら部門の取り方で重要なミスを犯してお

り,それゆえ結論を弱めていると思われる。 「戦

後再編過程,とりわけその第二階梯〔昭和30-5年

--松石〕における新鋭重化学工業の移植-創出

が在来軽工業(ならびに農業)の停滞の上に推進さ

れたこと,かくしてここに理論的に表現すれば

I ・ Ⅱ両部門間の構造的乗離-断層が形成される

一一」11)みられるように, 「新鋭重化学工業」と

「在来軽工業(ならびに農業)」とが, 「理論的に表

現」されるといつのまにか,表式論でいう第I部

門と第Ⅱ部門にすりかえられている。事実, 「在

来軽工業」の指標は棉織物と米,重工業の指標は

粗鋼と自動車にとられている(同論文,第2表を

みよ)。ここには,明らかに部門概念に大きな混

乱があると言わざるをえない。重化学工業化は資

本主義発展の全くノーマルな姿であるから,その

ことからして「I ・ Ⅱ両部門問の構造的承離二断

層」という結論を出しても説得力をもたなくなる.

9)林直通「第-部門優先的発展の法則」横山正彦

編『マノレタス経済学論集』 181ページ。

10) Statistisches Jahrbucli fur die Btmdesrepti-

blik Deutschlandをみよo

ll)二瓶敏「日本資本主義の戦後再編と危機の進
行」 『土地制度史学』第41巻, 1968年10月号, 73ぺ

トンノo
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この点はまた次節で立ち返えろう。

III.好況過程の実証分析

以下,いくつかの資料を手がかりにして,詔資

本の激烈な競争をテコとして進む資本蓄積過程-

好況過程における2大部門間の関連を実証的に明

らかにしよう。多くの資料が国家独占資本主義段

階や戦後のものであるので,資料のとり方に異論

があろうが,資料の制約上やむをえない。私は国

家独占資本主義段階においても景気循環は貫徹し,

ただその形態を変化させるだけにすぎないという

観点に立っている。とくに,好況過轟は競争段階

と多くの点で同じであると考える。

a. 192ト1929年　アメリカ1929年恐慌は資

本主義史上かってなかったほどの激しさでもって

アメリカをおそった。この典型例において両部門

の関連はどうなっていたか?最初にSimon

Kuznetsの研究を利用しよう。クズネッツは全工

業生産物をまず完成財,建設資材,サービス財,

未完成財および混合財(mixed)に大別し(第I -1

表,pp.27-39),さらに混合財を完成財,建設資材,

未完成財に再分割する(第「3表　pp. 55-67)。

完成財の中味は消耗財(耐久性6ケ月以内),半耐

久財(6ケ月-3年),消費者耐久財(3年以上),

生産者耐久財である。また未完成財とは原材料,

半製品のことであり,産業連関表で云う中間需要

財,マノレクス経済学用語で云えば流動不変資本の

ことである。そこでサービス・修繕財を無視して,

以上の商品分類を表式分析でいう第I, Ⅱ部門に

紅みかえると第1表のようになる。

第1表クズネッツの商品分類の2大部門への組替え

クズネッツの商品分類

A完成財(Finished)

消耗財(Perishabe)

半耐久財(Semidurable)

消費者耐久財

生産者耐久財

B未完成財(Unfinished)

C建設資材(Construction
Materials)

D混合財(Mixed)

E　サーヴィス・修繕財

2部門分割

消費手段生産部門

(第Ⅱ部門)

生産手段生産部門

(第I部門)

A, B, Cに再分割

無視(盲£よ㌧少額)
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第2表景気循環過程における第I部門と第Ⅱ部門との関連(1919-1933年,アメリカ)
(単位千ドル) (1921年-100)

出所SimonEtiznetz, CommodityFlow and CapitalFormation, Vol.1,1938,第=14表,第Il5表,第I-7表よ。作駄ただし,サー
ビス・修繕財,分類不能含まずo工業生産物のみo

第2図

A (実数) ち (指数)

1921年-100

23　25　27　29

第1表にもとづき,実際の数字を計算すると第

2表のようになる。

U. S. Census of Manufacturesが基礎になって

いるから, 2年おきの数字しかえられない。

第2図　A,Bにみられるように,アメリカ経

済は1920年恐慌からめざましく脱出し1925-7

年ごろに-休止し,それ以後1929年恐慌に突入

するまでまた-大飛躍をとげた。景気上昇局面に

おける第I部門ののびは目ざましい。第I部門は

1921-23年において52ポイント発展し1927-29

年には24ポイント発展した1921-29年の景気

上昇過程での平均年発展率は9.8%である。他方,

31　33

第II部門は192ト23年において34

ポイント発展し1927-29年には11

ポイント発展した1921-29年の平

均成長率は6.0%である。両部門の

のび率をくらべると,第I部門は第

Ⅱ部門の1.6倍である。

これらのことは何を物語っている

か。 (1)好況過程においては第I部

門ののび率は第Ⅱ部門のそれよりも

高く,したがってそのかぎりで第I

部門の不均等発展がみられる(2)

しかしとはいえ,第Ⅱ部門もまた,

第I部門におよばないとはいえ,忠

速に発展している。おくればせなが

らも第I部門のあとを着実に追って

いる。 (3)したがって,第I部門の

発展と第Ⅱ部門の発展とは非常に密

接にからみあっていると言えよう。

(4)それゆえ,先にみたツガンの逆説は,単なる

空想の産物であり,現実の検証にたえうる代物で

ないことがわかろう。第Ⅱ部門は停滞,縮少など

していないのである。

1929年恐慌以降の両部門の下落ぶりも,景気上

昇過程のうらがえLである。第I部門の下落率は

第Ⅱ部門より大であるが,しかし同時に第Ⅱ部門

もまた第I部門と運命を共にすることにかわりは

ない。第I部門の動きは非常に派手であるが,第

Ⅱ部門はそれほど派手でないにしてもやはり追随

現象がみられる。

っぎに,参考のためにBlissの分析をかかげて
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第3表　景気循環過程における第I部門と第Ⅱ

部門との関連(1927-1933年,アメリカ)

出所　Charles A.Bliss; Recent Changes in Production,

National Bureau of Economic Research, Bulletin 51,

June28,1934, p.8.ただし,工業生産物のみ。

第3図
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おこう(第3表,第3図)O原材料(未完成財)の取

扱い方は不明であるが,ここでもまったく同じこ

とが言える。

さらに, Shawの研究を利用してみよう。残念

研　　　究 Vol. 21　No. 3

ながら未完成財を考慮に入れた統計はCensus

yearの1869, 1879, 1899, 1904, 1909, 1914, 1919年

についてしかない12)商品分類はクズネッツ方式

が採用されている(p.S)c　これを2部門分析に組

みかえると第4表のようになる13)ここでも, 50

年にわたって, 2大部門が密接にかかわりながら

発展してきたということがわかろう。

未完成財をぬいた推計を利用して,両部門の軌

跡をみてみよう。未完成財の生産者耐久財プラス

建設資材に対する此率は第5表のごとく1933年

を除いてかなり安定的だから(原材料は大体機械

設備に比例する),未完成財を除いても第I部門

の傾向はかわりないはずである。実際,機械が第

I部門の動向をもっともシャープに示すと考えら

れる。実際の第I部門の数字は,第6表の数字の

2.69倍であると推定すればいい。

第6表,第6図において,まず第1に192ト29

第5表　未完成財の生産者耐久財建設資材に対する比率

出所1869-1919年(左欄)は前掲第4表,

1919-1933年(右欄)は第2表によるO

第4表　第I部門と第Ⅱ部門との関連(1869-1919年,アメリカ)

(単位千ドル　　　(1914:午-100)

出所WilliamH.Shaw, ValueofCommodityOutputsince1869,1947.第Ⅱl衷よ。作成Oた-,サービス・修繕軌分類不能分ふくまず。
工業生産物のみ。

12)センサスは1849-99年は10年ごと, 1899-1919　　なるoこの原因についてはShaw前掲書pp.83-8を

年は5年ごと,その後1939年までは2年毎に行われた.　参照されたい。
13) 1919年の数字は第2表のクズネッツ推計と異
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第6表　景気循環過程における第I部門と第II部門との関連　9-1939年,アメT)カ) 1913年価格
(単位千ドル　　　　(1913年-100)

出所　Slaw前掲書,第I3表より作成。
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第6図

Vol. 21　No. 3

(アメリカ, 1913年-100)
1929年恐慌

1889　91　93　95　97　99 1901 03　05　07　09　11 13

年の好況過程を考えてみよう。明らかに,クズネ

ッツのときと同じことが言える。すなわち,第I

部門は2ト9年に90ポイント上昇し,他方第Ⅱ部

門は70ポイント上昇した。上昇テンポは第I部

門の方が高いが(約1.2倍),第II部門もおくれば

せながら,第I部門についていっている。第I部

門の不均等発展はいえるが,しかし第Ⅱ部門は停

滞とか縮少などしていない。両部門は手をたずさ

えて上昇飛行しているのである。

他方, 1929-32年のおちこみ(恐慌と不況期)に

おいて両部門がえがくパターンは,好況過程と対

称的である。すなわち,第I部門は112ポイント

下落し,第Ⅱ部門は55ポイント下落した。ここ

でも第I部門の不均等発展(マイナスの)と第Ⅱ部

門の相対的に緩慢なテンポでの追随がはっきり言

える。つまり,いずれにしてもツガンの逆説はナ

ンセンスなのである。

このようにみると,第Ⅱ部門がどのようなみじ

めな状態にあろうと,生産的消費が最終消費にと

って代り,第I部門が自分で自分の生産物を全部

消費してしまって自律的　自動的に増大し,それ

ゆえ両部門間の不均衡がないかぎり経済は無限に

発展しうるというツガンの逆説は完全に成立しな

いことがわかるであろう。

b. 1889-1939年　アメリカ。上のような好況

過程における第I部門,第Ⅱ部門のえがくパター

ンは, 1920年代に固有ではなくて,アメリカ経済

15　17　19　21　23　25　27　29　31　33　35　37　39

の他のサイクルをとってもかなり同じようなパタ

ーンがみられる。ヴァノレガ,メンデリソンの研究

に依拠して恐慌発生の初年を調べ第6図にしるL

を入れてみよう。グラフで明らかなように1881

-1892年1898-1903年, 1904-1907年1915-1920

年など恐慌に先立つ好況過程をとってみると,い

ずれの場合にも第I部門は第II部門とくらべて優

先的に発展し,第Ⅱ部門は第I部門とくらべて相

対的には遅れながらも,おいてけぼりをくうこと

なく,着実に第I部門に追随していることがわか

ろう。これまで何度ものべてきた第I部門と第II

部門との関連パターンはどのサイクルをとってみ

ても言えるのである14)。

第7表　好況過程における第I部門と第Ⅱ部門
との関連(195ト57年,西独)

(1950年-100)

出所　Rtidi Gtindel, Zur Entwicklung des Widerspruclies
zwischen Produktion tind Konsamtion im Verlauf der

Aufschwungspliase des westdeutschen Nachkriegszy-

klus, Konjunhtur und Krise, Heft 4, 1958, S. 25.

生産指数は鉱工業,農業,建設業,エネルギー産業を含む。

14) 1918-20年の動きが不明確であるが,多分指数

のとり方にもよるのだろう。メンデリソン『続　恐慌
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第7図

1 950　　52 54　　56　57年

c. 1950-57年　西独O　今度は一転して1950-

57年西ドイツ景気上昇過程をあらわした第7表,

第7図をみてみよう　19S0-57年に第I部門は

148ポイント上昇し,第Ⅱ部門は118ポイント上

昇した。第I部門の発展テンポは第Ⅱ部門のそれ

の約1.3倍である。ここでも明らかなとおり,第

I部門は第Ⅱ部門から独立して,自立的に発展し

ていず,たしかにその発展テンポはより高いとい

え,第Ⅱ部門とからみあいながら発展しているの

である　1950-57年をとってみても,また1954年

の投資ブーム以降19S7年恐慌につっこむまでの

繁栄期をとってみても,同じことが云える。

ギュンデルは,第Ⅱ節でみた2部門分割の困姪

を完全に意識しているO鉱工業については,通常

第I部門所属と考えられる鉱山業,原材料産業,

投資財産業のうちから第II部門に属するものを分

離し(各々約10%, 8%, 23%),第Ⅱ部門に属する

と考えられる消費財工業,食品・噂好晶産業から

各々60%ノ　25%一を第I部門に帰属せしめているo

d. 「高度成長期」の日本。つぎに,日本資本主

義の高度成畢過穣において,第I部門と第Ⅱ部門

とがどのような軌跡をえがいたかをみてみよう。

の理論と歴史』,邦訳,下, usページ参照。

通産省の鉱工業生産指数の特殊分類を利用してみ

よう。特殊分類では全鉱工業生産物が,最終需要

財(クズネッツの分類では完成財)と生産財(未完

成財)にわかれ,最終需要財はさらに投資財と消

費財に大きくわかれる。投資財は資本財と建設資

材にわかれ,消費財は耐久消費財と非耐久消費財

にわかれる。これを再生産表式論でいう2大部門

に組替えると第8表のようになる。

第8表　通産省生産統計特殊分類の第I ・ Ⅱ部

門への組替え

通産省鉱工業生産統計特殊分類部門

A　最終需要財(Finished goods)

イ)投資財
資本財(1例をあげれば一以下同じ一機

械,輸送機械など)
建設資材(鉄骨,サッシ,ドア-,セメン

ト,ガラス,レンガ,木材など)

ロ)消費財

耐久消費財(電器, 1500cc以下の乗用車,
自転車,カメラ,時計など)

非耐久消費財(化学工業,フイルム,石け
ん,洗剤,医薬品,繊維二次製品,食料品,
タバコなど)

B　生産財(鉱業,鉄鋼,非鉄金属,機械,化
学,石油,石炭製品,紡経など)

資料: 「通産統計」および『鉱工業指数総覧』
昭和44年3月。

第9表　高度成長過程における第I部門と第Ⅱ

部門との関連(日本)　　　　昭和40年-100

出所　弟8表と同じo加重平均は付加価値ウエイトにJ:るo鉱工業

製品のみo



-256-

28　30　32　34　36　38　40　42　44午

第8表にもとづき作成したのが第9表・第9図

である。

この指数は,たとえば化学工業や繊維産業など

もその用途にしたがって2部門に分割されている

ので,一応は第Ⅱ節でのべた難点が回避されてお

り,われわれの2部門分析にとってまずまずの線

をいっていると言えよう。しかし間志がないとは

いえない。たとえば石炭は家庭のフロや暖房にも

使われるのにすべて生産財になっているし,エア

コンディショナー,扇風機,掃除機,蛍光燈器具,

ランプは企業,商店でもノ使われるのにすべて消費

財となっている　1SOOco以下の乗用車125cc以

下のバイクでもタクシー会社,一般の会社,商店

の営業用にも使われるのに,すべて耐久消費財に

なっている。紙は出版社用の生産財でもあるのに

すべて消費財になっており,織物の一部は家庭で

直接消費するのにすべて生産財となっている。ま

た,食料品がすべて消費財になっているのはもっ

とも問題である。グノレタミン酸ソーダ,小麦粉,

砂糖,バター,れん粉乳などは一部は直接家庭で

消費されるが,同時に原料としてより高次の製造

工程にも入る(例えばグルタミン酸ソーダは醤油

製造, m布の味付けなどに使われる)。クズネッ

ツの推計では食料品中にしめる未完成財(生産財)

の比率は第10表のとおりである。ただし,日本

の場合とカヴァレッジはもちろんちがう。

研　　　究 Vol. 21　No. 3

第10表　食品価値にしめる未完成財の割合

(アメリカ)

出所　クズネッツ,前掲書, 1-3表より計算O

クズネッツの方法が正しいとは言わないが,食

料品はすべて消費財というのはおかしい。先のギ

ュンデノレも食料品,噌好晶中の25%を第I部門

に帰属せしめているO　また私がグエンデルも参考

にしているドイツ政府統計で計算すると,食料品

工業生産額にしめる生産財比率は31.7%にもの

ぼる15) (補注)

しかし,多少の欠陥は目をつぶらないとマルク

ス経済学は永久に統計的現実からとり残されるで

あろう。要は限界をわきまえ,限界内で一定の結

論を出しさえすればいいのである。

さて,第9表,第9図にみられるように,第I

部門と第Ⅱ部門とはおどろくほど密接にアベック

飛行をとげている。これは一寸したおどろきであ

った。しかし,細部をみると,やはりこれまでの

分析とほぼ同じことが言える。昭和32-3年恐慌

の後,昭和36年に至る高度成長過程において,

第I部門は32.5ポイント上昇し,第Ⅱ部門は23.2

ポイント上昇した。昭和36-40年では第I部門は

43.2ポイント,第II部門は40ポイント増大した。

昭和39-40年不況のあと今日に至るまでの神武景

気におとらない好況過程昭和40-44年をとると,

第I部門は91.9ポイント上昇し,第Ⅱ部門は71.5

ポイント上昇した。ここに第I苦肝弓と第Ⅱ部門の

発展テンポのちがいは明らかである。しかし,第

Ⅱ部門もまた遅ればせながら,第I部門につづい

て上昇している。

先に引用した二瓶氏の論理-第I部門の発展

は第Ⅱ部門の「停滞の上に推進され」,両部門間

に「構造的承り-断層が形成される」 -は事実

に反することは明らかであろう。第Ⅱ部門は「停

滞」し,その「停滞」の上に第I部門が発展した

IS) Wirtschaft tmd Statistik, 4 hg., 1952, S, IS.
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第10図
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のではない。第I部門は第Ⅱ部門の発展の上にの

っかかって,それを基礎にしてそれ以上のテンポ

で発展したのである。 「停滞」したのは「在来軽

工業および蔑業」にすぎず,それにかわって,耐

久消費財や新型の消費財(たとえば絹,楓　毛の

代わりの合繊や電器製品などを考えよ)が発展し

たのである。つまり,消費構造が変化し,単に消

費財生産部門の内部構成が変化したのにすぎない

(第10図参照)。

全体としての消費財生産は,その内部構成の変

化にもかかわらず,第I部門と一定の関連のもと

でそれ自体増大したのである。第II部門も発展し

たが,第I部門の発展がより急速であったため

「構造的垂離」が発生したと考えるべきであろ

う16)。

IV.結　　　論

第I節でみたように,ツガンは,最終消費が減

退したとしても,生産的消費がその分だけ増大す

れば,社会的消費は減退しないという,そのこと

だけをとりあげてみれば正しいいわば同義反復的

な命題を,いつのまにか「すれば」という仮定条

16)日本資本主義の本楯的な分析はいずれ別稿でや
るつもりである.

件をとってしまって,生産的消費がいついかなる

ときでも,景気循環中の拡大再生産-好況過程に

おいても,最終消費にとって代わりうるというよ

うに極端化,一面化,絶対化してしまう。もしこ

のことがみとめられるとするならば,拡大再生産

-好況過程において,拡大した生産物は順次すべ

て生産的消費によっておおわれ,したがって第I

部門は,第Ⅱ部門が停滞しょうが縮少しようが,

どうであろうとまったくかかわりあいなしに自己

の生産物を全部自分で生産的に消費するという形

で,自己完結的,自己推進的に永遠に発展しうる

ことになる。第I部門の発展とともに社会的総生

産全体が天井でも外的に持ち込まれないかぎり無

限に発展しうることになろう。もしそうだとすれ

ば,第I部門の発展e蓄積は第Ⅱ部門やさらには

最終的消費と関連をもたなくなるし,生産的消費

は最終消費と関連しないことになろう。両者の関

連は切断され,生産と消費の矛盾など空語になる。

資本制生産の根本的矛盾である資本と賃労働の関

係も,資本蓄積の敵対的性樽も,矛盾の総爆発で

あるべき恐慌となんら関係をもたなくなる。

そこでわれわれは第Ⅲ節において,以上のツガ

ンの逆説を歴史のテストにかけ,好況過程におけ

る第I部門と第Ⅱ部門との関連を実証的に確定し

てみた。その結論は次のとおりである。

(1)謡資本間の競争を軸として資本蓄積が急激

に進む好況過程において,第I部門は第Ⅱ部門と

くらべて相対的に不均等に発展する。

(2)しかしとはいえ,第Ⅱ部門もまた停滞,締

少などせずに,むしろ第I部門に追随して,第I

部門ほどのテンポでないにしても急速に発展する。

(3)両部門は密接な関連にある。第I部門の急

激な蓄積,生産手段の生産の発展は,消費手段の

生産に波及し,第II部門の蓄積,生産拡大もまた

急激に展開する。

(4)しかし,この関連はリジッドでなく弾力的

であるがゆえに,両部門は密接にからみあいなが

らも,ある限界までは相対的に独立して発展し,

その限界を越えたところで暴力的に再統一されざ

るをえない。恐慌直前において第I部門ははげし

く燃えさかり,最後の火花をちらしてついに急激
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に没落するがその様相が,究極的依存性をありあ

りと物語っている。

(5)ツガンの逆説は現実には成立しない。それ

は資本家とその弁護論者の美わしき「真夏の夜の

夢」である。生産的消費は百%最終的消費にとっ

て代っていない。第I部門は自己完結的に発展な

どしていない。それは単なる可能性にすぎなかっ

たのだ。ツガンの誤まりの根本は,抽象的な均衡

的再生産表式をとってきて,その基礎上で一方を

減らしてその分だけ他方をふくらます子供だまし

の操作をやってのけ,それをいつの主にか現実の

競争場裡での拡大再生産過程-好況過程であるか

のように錯覚した点にある。生産的消費は一時的

17)マルクスは第I部門と個人的消費との関連を次

のごとく指摘している。 「不変資本と不変資本とのあ

いだにも不断の流通が(加速された蓄積は別としても)

行なわれており,この流通は,けっして個人的消費に

はいらないというかぎりでは一応は個人的消費から独

立しているが,しかし究極的にはこれによって限界を

画されている,なぜならば,不変資本の生産はけっし

て不変資本そのもののために行なわれるのではなく,

個人的消費にはいる生産物を供給する生産部面でより

多くの不変資本が使用されるからこそ行なわれるのだ

からである。」 (K. Marx, Das Kapital m, Marx-Enge-

Is Werhe, Bd, 25, SS. 316-317.)

レーニンもまた,第I部門と第Ⅱ部門,生産と消費

との究極的関連を指摘して,ツガンを批判している。

たとえば,「市場理論の問題-の覚え書」でこういって

いる。 「社会的生産の第一部門(生産手段の製造)は第

二部門(消費資料の製造)よりも急速に発展しうる七,

また発展しなければならない-。だが,もちろん,だ

からといって,生産手段の製造が消費資料の製造から

まったく独立してまたそれとはなんらの関連もなく発

展することができるということにはけっしてならない。

したがって,終局においては生産的消費(生産手段の

消費)はつねに個人的消費とむすびついており・つ,A

にそれに依存している。」 (《B. H.JleHHH,UojiHoe co-

opaHue coaHHeHH鋤, mAaHHe n兄Toe, MocKBa, 1960,

cmp.48.邦訳『レ-ニン全集』第4巻56-57ページ)

本小論はこれらの指摘の正しさを実証的に明らかに

しようとしたものである。
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には最終消費にとって代わることができるとはい

え無限にはとってかわることはできない。両者は

つながっているからだ17)18)。

第I部門と第Ⅱ部門の手に手をとってのアベッ

ク飛行(第Ⅱ部門ははじらいながらいささか遅れ

るが)が,もし現実の両部門間の関係だとすれば,

いったいこの関係を理論的にどう説明したらいい

のか。この関係を説明する要因は何か。また,両

部門がこのようなステディな関係の下で資本蓄積

をつづければ,おそかれはかれ大衆の狭障な消費

制限-恐慌の究極の根拠の問題が鋭くクローズ・

アップせざるをえないが,そこをどう説くか。こ

れらの問題は次稿の課題である。

18)周知のとおり,いわゆる近代理論において「景

気循環の上昇局面においては,耐久財または資本財を

生産する部門の活動がその期間中に消費される財を生

産する部門の活動よりもずっと急速に増加し,下降局

面においては,その反対であることは,長く観察され

てきた事実であるO」 (R. F. Harrod, The Trade Cycle,

AnEssay,1936,p.53.宮崎義一,浅野栄一訳『景気

循環論』昭和38年, 60ページ)実際,とくに加速度

原理との関係でミッチェルのBusiness Cycles, 1913

以来この事実が多々論ぜられてきた。しかし,近代経

済学におけるこの問題の接近についてのべるた蜘こは,

別稿を用意したい。

(補注)本稿初校後,エコノバ氏が戦後のアメリカ

工業を2部門分割し,その比重の推移を機械,金属,

化学,軽工業などの産業部門についてみたり(同論文,

第7表),ソ連とくらべたりしているのをしった。ニ

コノバは,綿工業を55対45,精糖業を46対54(以上

p.271),機械・金属加工を78.0対22.0,化学を　33.4

対16.6,木材・製紙を77.8対22.2,ガラス・陶磁器を

57.7対42.3,軽工業(放推,皮革など)を18.8対81.2,

食品を11.5対88.5の比率で第I,第Ⅱ部門に分割して

いる。 H. H. HHKOHOBa, O COOTHOIIieHHH npOH3BO-

」CTBa cpeノHCTB npOH3BO且CTBa h npe且MeTOB IIOTpeo-

jiema b cina, B(Oqepiくh no coBpeivieHHO員COBeTCKO員

h 3apyoe>KHo員9KOHOMHKe, BblnyCK ]I) rI0月peaaK-

mie員H. M. U3HO6HHa. MocKBa, 1961.


